
（平成２１年２月１２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 24 件

国民年金関係 19 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 44 件

国民年金関係 17 件

厚生年金関係 27 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

埼玉国民年金 事案 1529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年７月から同年９月までの期間及び 61 年１月の国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年７月から同年９月まで 

② 昭和 61 年１月 

    申立期間①の国民年金保険料については、親からもらったお金を使っ

てまとめて納付した。申立期間②については、会社を辞めた後、すぐに

Ａ市役所（現在はＢ市役所。以下同じ）で国民年金への切替手続をして、

保険料も納付した。社会保険庁の記録では、申立期間の保険料が未納と

なっているが、間違い無く納付しているので、未納のはずがない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、国民年金保険料をまとめて納付した

としているところ、社会保険庁の国民年金被保険者台帳から、申立人は

昭和 54 年５月に申立期間①前の 52 年１月から同年６月までの期間及び

申立期間①後の 54 年１月から同年３月までの期間の保険料を過年度納

付し、また、55 年６月に申立期間①前の 44 年９月から 51 年 12 月まで

の期間の保険料を特例納付していることが確認でき、いずれの時点でも

申立期間①を納付することが可能であり、申立期間①が未納であるのは

不自然である。 

    また、申立期間①は３か月と短期間であり、申立人が保険料を納付で

きない特段の事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、会社を退職した後、昭和 61 年１月に

Ａ市役所で国民年金への切替手続をして、国民年金保険料を納付したと

しているところ、同市役所では、61 年１月に申立人の退職日を確認し、



 

申立期間②を含む 61 年１月から同年３月までの納付書を発行したこと

が推認でき、申立期間②直後の 61 年２月及び同年３月の保険料が納付済

みであるのに申立期間②の１か月のみが未納であるのは不自然である。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

埼玉国民年金 事案 1531 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和38年８月から47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年８月から 47 年３月まで 

昭和 47 年ころ、Ａ市役所で国民年金に加入し、市役所から過去の保険

料を一括納付できるとの説明があった。当時は夫婦で木型製作所を営ん

でおり、手元にお金があったので、申立期間の保険料を一括して納付し

た。10 万円でお釣りがきた額を納めたので、申立期間が未納であるのは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市役所から、今国民年金へ加入すれば、国民年金保険料を

一括して納付できるとの説明を受け、同市役所１階の郵便局で国民年金保

険料、およそ 10 万円弱の金額を納付したと主張しているところ、当時の市

役所の配置状況は記憶と合致し、申立人が一括納付したとする保険料額は、

第１回特例納付で夫婦二人の未納期間の保険料を納付した場合の保険料額

とおおむね一致していることから、申立内容に信憑性
しんぴょうせい

が認められる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿

では昭和 47 年 10 月に払い出されており、払出時期からみれば第１回特例

納付実施期間外であるが、申立人の国民年金手帳記号番号払出日以降に払

い出された被保険者が第１回特例納付で納付していることが確認できるこ

とから、申立人においても特例納付が可能であったと考えられる。 

さらに、社会保険庁の被保険者台帳では、申立人は、昭和 47 年度以降は

夫婦二人分の保険料を同時に納付していたことが推認できるところ、申立

期間のうち、46 年４月から 47 年３月までの期間については、夫は納付済

みであり、当該期間について申立人のみが未納となっているのは不自然で



 

ある。 

加えて、申立人とほぼ同時期に国民年金手帳記号番号が払い出された、

Ａ市の被保険者であった社会保険庁の被保険者台帳をみると、２年を超え

た期間の過年度納付の記録が確認できるもの、社会保険庁のオンライン記

録では納付済みになっているが、被保険者台帳には納付記録が存在しない

ものが確認でき、行政の事務処理及び記録管理に不備があったことが推認

できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

埼玉国民年金 事案 1535 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和54年７月から同年10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年７月から同年 10 月まで 

    私の国民年金保険料の納付記録について、社会保険事務所に照会した

ところ、申立期間については、納付事実が確認できないとの回答があっ

たが、当該期間は、Ａ市役所で保険料を納付したので、未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、浴衣の染色職人で、夏季は仕事が少なくなることから、毎年

おおむね同時期に一旦会社を退職し、Ａ市役所で、厚生年金保険から国民

年金に切替手続を行い、国民年金保険料を納付してきたと申し立てており、

事実、昭和 36 年から平成５年までの間は、申立期間を除き、加入期間の保

険料をすべて納付していることが確認できることから、その主張の信 憑
ぴょう

性

の高さがうかがわれるとともに、年金制度に対する理解と納付意識が高か

ったことが推認できる。 

また、申立人が所持している年金手帳には、申立期間の資格取得記録が

記載されていることから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたと考えることが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

埼玉国民年金 事案 1537 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 36 年４月から 54 年１月までの期間については国民年金

保険料を、54 年２月から 55 年８月までの期間については、付加保険料を

含め国民年金保険料を納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年  月 日  ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 36 年４月から 55 年８月まで 

約６年間渡米し帰国後就職した外資系の会社は、厚生年金保険に未適

用の事業所だったので、区役所の勧めもあり、昭和 54 年２月に国民年

金に加入した。その際、過去の保険料をまとめて納め、その後も区役所

で何度か保険料を納付したので、申立期間が未納となっていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ区に居住していた時期に同区役所から加入勧奨されたため、

国民年金に加入し資格取得時からの保険料を特例納付したと申し立てて

おり、事実、申立人の国民年金手帳記号番号は手帳記号番号払出簿により、

同区で昭和 54 年２月 28 日に払い出されたことが確認できるとともに、当

該時期は特例納付実施期間であったことから、その申立内容どおり、加入

勧奨が行われ、保険料を特例納付できたと考えられる。 

また、社会保険庁の記録によると、申立人が国民年金加入手続を行った

昭和 54 年２月から厚生年金保険の被保険者となり資格喪失する 55 年８月

までは、付加保険料を納付する手続を行ったことがうかがわれることから、

国民年金制度に対する理解があったものと思われる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 36 年４月か

ら 54 年１月までの期間については国民年金保険料を、54 年２月から 55 年

８月までの期間については、付加保険料を含め国民年金保険料を納付して

いたものと認められる。 



 

埼玉国民年金 事案 1538  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年１月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

                

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年１月から同年８月まで 

    私は、昭和 48 年 12 月末に会社を辞め、年が明けた１月に厚生年金保

険に入っていた夫と結婚し、生活が落ち着いてきたので、その年の９月

に、区役所で国民年金の加入手続をした。その際、担当職員に前年 12

月末にそれまで勤めていた会社を退職した旨伝えたところ、49 年１月ま

でさかのぼって保険料を納めれば、将来、年金を満額もらえると言われ

たので、そのとおり保険料を納めた。その後、そのときに納めた保険料

が還付されたことになっていると知らされたが、そのような記憶は無く

納得できないので、当時、説明を受けたとおり、申立期間を納付済みと

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年９月 11 日に同年１月までさかのぼって国民年金に

加入し、保険料を納付したと申し立てており、事実、申立人が当時居住し

ていたＡ市Ｂ区の被保険者名簿は、その記載内容から同年９月に作成され

たことが推認できるとともに、資格取得日が同年１月１日と記載されてい

ることから、その主張の信 憑
ぴょう

性の高さがうかがわれる。 

   また、申立期間のうち、昭和 49 年４月から同年８月までについては、特

殊台帳に国民年金保険料の還付の記載があるが、申立期間直前まで長期間、

銀行に勤務していた申立人は、還付金を受領する場合、送金金融機関とし

て郵便局を指定することは考えられず、銀行口座へ還付金の送金があった



 

場合、通帳を確認し記憶に残るはずだが、その記憶は無いと申述している

上、同台帳には当然必要な還付金額が記載されていないなど、事務処理に

不適切な取扱いがあったことがうかがわれるため、当該期間の保険料が還

付されたとは考え難く、かつ、申立人が、申立期間の保険料を納付し、当

該保険料相当額が長期間国庫歳入金として扱われていたことが推認できる

ことから、行政上の適切さを欠いた運用により、制度上不可能な任意加入

を行い保険料を納付したことを理由として、申立期間の被保険者資格及び

保険料納付を認めないのは信義衡平の原則に反するものと考えられる。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民 

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

埼玉国民年金 事案 1539 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和36年４月から37年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年  月 日  ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 36 年４月から 37 年８月まで 

私は、新聞や区役所の広報紙で国民年金制度の発足を知ったので、国

民年金に加入し制度ができたときから保険料を納めていたので、申立期

間が未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、新聞や区の広報紙で国民年金制度の発足を知ったため、加入

し制度発足時から保険料を納付したと申し立てており、事実、申立人の国

民年金手帳記号番号は手帳記号番号払出簿により、昭和 37 年２月に払い

出されていることが確認できるにもかかわらず、申立期間の保険料が未納

となっているのは不自然である。 

また、申立期間の数か月後の昭和 37 年 12 月に婚姻後、申立人及びその

妻は、互いの国民年金手帳に押印されていた検認印から、それぞれ申立期

間が納付済みであったことを確認し合った記憶があると申述しており、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことが推認できる。 

さらに、申立人は、申立期間の前後を通じて、その経済状況に変化は無

かったとしており、申立期間の国民年金保険料を納付するに足る資力はあ

ったものと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

埼玉国民年金 事案 1541 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和46年４月から47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月から 47 年３月まで 

    中学校卒業後に美容師となるため、美容院を営む伯母宅に住み込みで

働いていた折、その伯母夫婦から国民年金加入を強く勧められ、二十歳

となった昭和 46 年４月、自らＡ県Ｂ市役所で国民年金に加入した後、申

立期間については、同市役所Ｃ支所（現在は「出張所」という。以下同

じ。）において月額 450 円ぐらいの保険料を納付していたので、この期間

が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、中学校卒業後に美容師となるため、美容院を営む伯母宅に住

み込みで働いていた折、その伯母夫婦からの勧めで、二十歳となった昭和

46 年４月、自らＢ市役所で国民年金に加入後、同市役所Ｃ支所において月

額 450 円ぐらいの保険料を納付していたとしているところ、当時の同市の

国民年金加入手続、保険料納付方法及び保険料額に合致していることから、

その申立内容に不自然さはみられない。 

また、申立期間当時、申立人と同居していた伯父は、申立人が二十歳と

なった折に自ら国民年金に加入し、その保険料を申立人自身が納付してい

たと証言していることから、申立てには信 憑
ぴょう

性が認められる。 

さらに、申立人は、申立期間以降の国民年金保険料の未納は無く、年金

に対する意識が高い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

埼玉国民年金 事案 1542 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和36年４月から38年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 38 年３月まで 

    申立人は、同級生だった友人の二人と、Ａ区にある製造会社に住み込

みで就職し、20 歳になった昭和 36 年に勤務先の社長から国民年金への

加入を勧められ、二人は同時に加入した。当時、給料から保険料 100 円

を社長に渡し、国民年金手帳に印紙を貼っていたことを記憶している。

申立期間の同僚の納付記録は未納となっていないのに、同じように納付

してきた自分の分だけ未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった昭和 36 年に勤務先の社長に勧められて国民年

金に加入し、当時、給料から国民年金保険料 100 円を社長に渡したこと、

国民年金手帳に印紙が貼付されていたことなどを具体的に記憶しており、

その保険料額及び印紙による納付方法は申立期間当時の状況とも一致して

いる。 

また、当時、勤務先に同部屋で住み込み、申立人と同様に社長の勧めで

国民年金に加入し、保険料を納めてもらっていたとする同僚も申立内容と

同様の証言をしており、申立てには信憑性
しんぴょうせい

が認められる。  

さらに、申立人は、申立期間を除き、60歳到達時まで国民年金保険料を

完納していることから、保険料の納付意識が高かったものと認められる。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の保険料

を納付していたものと認められる。 



 

埼玉国民年金 事案 1544 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年１月から 48 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 45 年６月から 48 年３月まで 

    結婚のため会社を辞めて現在の家に来たが、同居していた義父に「国

民年金の手続をしておいた。あなたたちは仕事だけをしていればよい。」

と言われていたので国民年金保険料の納付はすべて任せていた。 

家族で農業を営んでおり、皆の分の国民年金保険料を一緒に納付して

いたのに、申立期間について私のみ国民年金保険料が未納とされている

ことは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、同居していたその義父から、申立人夫婦の将来を案じて、国

民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行ったことを告げられた

記憶が明瞭であり、申立人自身も、申立期間以後は保険料をすべて納付し

ており、納付意欲が高かったものと認められる。 

また、申立人の夫、義父及び義母については、申立期間を含め、国民年

金保険料をすべて納付しており、申立人のみが未納とされているのは不自

然である。 

さらに、社会保険庁の国民年金手帳記号番号払出簿によると申立人の国

民年金手帳の払出日は昭和 48 年 11 月 29 日となっており、同日に払い出

された他の加入者の納付記録を調査したところ、過年度納付が可能な 46

年 10 月よりさかのぼって同年１月まで過年度納付している事例が存在し

たため、申立人についても同月までさかのぼって国民年金保険料を納付し

ている可能性がある。 



 

一方、申立期間のうち、昭和 45 年６月から同年 12 月までの期間につい

ては、時効により国民年金保険料が納付できない期間である上、納付をう

かがわせる関連資料（家計簿、確定申告書等）及び周辺事情が見当たらな

い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和46年１月から 48年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

埼玉国民年金 事案 1545 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和46年９月から50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：  

生 年 月  日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 46 年９月から 50 年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、昭和 50 年春ころに家内の分と一緒に、

自宅に近い当時のＡ銀行Ｂ支店で一括納付したので、未納となっている

のは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、昭和 50 年春ころに自宅

近くの当時のＡ銀行Ｂ支店で一括納付したとしているところ、申立人の国

民年金手帳記号番号は昭和 50 年２月に払い出されており、その当時は、第

２回の特例納付の実施期間中で、申立期間は強制加入被保険者資格期間で

あるため、特例納付により過去の未納の保険料を一括納付することが可能

であり、Ａ銀行Ｂ支店が当時、申立人宅近くにあったことが確認できるこ

とから、その内容に不自然さはみられない。 

また、申立人が一括納付したと記憶している金額と申立期間の保険料を

特例納付を用いて一括納付した場合の保険料額がおおむね一致している。 

さらに、申立人は、申立期間以降は妻とともに保険料をすべて納付して

おり、納付意欲が高かったものと認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

埼玉国民年金 事案 1546 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年４月から 43 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 17 年生   

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年４月から 43 年３月まで 

国民年金保険料の納付記録を照会したところ､納付事実が確認できな

いとの回答を受けたが、申立期間の国民年金保険料については、Ａ区役

所の集金人に納付したと思うので未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間の保険料について、Ａ区の集金人に納付したとして

いるところ、申立人の国民年金手帳は昭和 42 年８月に発行されており、

その当時、Ａ区では集金人による現年度の保険料集金が行われていたこと

が確認できることから、申立期間のうち、42 年４月から 43 年３月までに

ついては集金人に納付することが可能であり、当該期間が未納となってい

るのは不自然である。 

 また、申立人は、平成 19 年８月８日に、Ｂ社会保険事務所に昭和 40 年

４月から 43 年９月までの納付記録の照会を行っているが、この際、43 年

４月から同年９月までの記録が、申立人の所持する年金手帳の検認記録に

より訂正されていることから､行政側の記録管理に瑕疵
か し

が認められる。 

 一方、申立期間のうち、昭和 40 年４月から同年６月までは時効により

納付できない期間となり、40 年７月から 42 年３月までは過年度納付によ

りさかのぼって納付する必要があるが、申立人は、保険料をさかのぼって

納付した記憶は無いとしており、当該期間の保険料を納付したことを裏付

ける関連資料（家計簿、確定申告書等）も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると､申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年４月から 43 年３月まで

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

埼玉国民年金 事案 1547 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年２月から同年６月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 28 年生   

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年１月から 53 年 10 月まで 

             ② 昭和 55 年２月から同年６月まで 

             ③ 昭和 57 年４月 

     申立期間①については、Ａ区で昭和 59 年１月ころに一括納付しており、

また、申立期間②及び③については、その都度Ａ区で個別に納付してお

り、未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、夫婦同時に国民年金に加入し、保険

料の納付を行ったとしているところ、国民年金手帳記号番号払出簿の記

録から、申立人夫婦は、申立期間中の昭和 55 年３月 28 日に同時に国民

年金に加入していることが確認でき、申立人の夫は、申立期間を含む

54 年４月から 57 年２月までの保険料を全額納付していることから、申

立人の申立期間のみが未納となっているのは不自然である。 

 

２ 申立期間①について、申立人は、昭和 59 年１月ころ、国民年金保険

料を一括納付したとしているが、その時点では、既に時効により保険料

を納付できない期間となっており、特例納付の実施期間中でもないこと

から、保険料を一括納付したとする主張は不自然である。 

  また、申立人が保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）も無い。 

 

３ 申立期間③について、Ａ区の納付状況リストによると、国民年金の未



 

加入期間とされており、社会保険庁の年金記録も、平成 12 年９月 14 日

に、国民年金再加入日が昭和 57 年５月 30 日から同年４月 22 日に訂正

されており、両者の記録が一致していたことから、その時期まで申立期

間③における申立人の国民年金資格が確認されていなかったことによ

り、保険料が納付できなかったと考えられる。 

 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 55 年２月から同年６月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 

 



 

埼玉国民年金 事案 1548 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和37年 11月から47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 37 年 11 月から 47 年３月まで 

社会保険庁に納付記録の照会をしたところ、昭和 37 年 11 月から

47 年３月までの国民年金保険料について、未納となっているとの回

答を得たが、妻が過去へさかのぼって保険料を納付しており未納と

なっていることに納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47 年に結婚した際、その妻が申立人の国民年金保険料

が未納であることを知り、Ａ区役所職員から特例納付により保険料を過去

にさかのぼって納付できることを説明され、特例納付手続をしたとしてい

るところ、申立人保有の国民年金手帳には、第１回特例納付期間内の 47

年３月に発行されたとの記載があり、その主張は基本的に信用できる。 

また、妻がこのとき納付したとしている保険料額は、申立期間について

さかのぼって納付した場合の金額とほぼ一致している。 

さらに、妻は、納付した保険料を自身の結婚祝いと退職金の中から捻出

し、昭和 47 年 11 月にＢ郵便局で納付したという個別具体的な記憶がある

上、申立人は、申立期間以外は未納が無く納付意識は高かったと考えられ

る。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

埼玉国民年金 事案 1549 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年４月から同年９月までの国民年金

の付加保険料については、納付していたものと認められることから、納付

記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女   

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年 12 月から 49 年 12 月まで 

 ② 昭和 51 年４月から同年９月まで 

    申立期間については、昭和 46 年 12 月に国民年金の任意加入の手続を

したＡ区役所で、付加年金についても窓口の職員から説明を受け、加入

を勧められたことから、加入の申出を行い、以後 61 年４月に第３号被

保険者になるまで、定額保険料に付加保険料を併せて納付しており、付

加保険料のみが未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、昭和 46 年 12 月７日の国民年金の任

意加入手続と同時に付加年金の加入手続を行ったとしているが、47 年 1

月 20 日発行の申立人の国民年金手帳の付加年金の加入記録となる「所得

比例保険料を納付する者となる申出」欄には加入年月日の記載が無く、

51 年９月から在住していたＢ市（現在は、Ｃ市。以下同じ。）の被保険

者名簿にも、50 年 1 月に付加年金に加入した記録はあるが、申立期間の

付加年金加入記録は無く、付加保険料を納付していたことをうかがわせ

る関連資料（家計簿、源泉徴収票等）も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳に貼付されている昭和 47 年度分及び 48

年度分の国民年金保険料の領収証書に記載されている金額は、いずれも

定額保険料のみであるが、申立人が申立期間を含む 45 年 12 月から 49 年

3 月まで在住していたＡ区では、通常付加保険料が含まれた金額が記載

された納付書を発行していたとしていることから、定額保険料と付加保

険料を別の納付書で納付していたとは考え難い。 



 

さらに、社会保険庁の被保険者台帳には「附加年金・加入・46.１」の

スタンプが押印されているが、申立人は昭和 46 年１月時点では、まだ任

意加入しておらず、付加年金への加入はありえないことから、記録ミス

であると考えられる。 

 

２ 申立期間②について、Ｂ市の被保険者名簿及び社会保険庁の記録には、

申立人が付加年金を脱退した記録がないことから、付加年金加入以後の

期間については、第３号被保険者となるまで継続して付加年金に加入し

ていたと考えられ、申立期間について付加保険料を納付していたとする

申立人の主張に不合理な点は認められない。 

また、申立人は、昭和 46 年 12 月の任意加入以降、国民年金保険料を

すべて納付しており、納付意識は高かったものと認められる。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 51 年４月から同年９月までの国民年金の付加保険料を納付して

いたものと認められる。 



 

埼玉国民年金 事案 1550 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年４月から 52 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正する必要がある。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 24 年生   

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年４月から 52 年３月まで 

             ② 昭和 55 年４月から 59 年３月まで 

    申立期間①については、妻が銀行を退職した昭和 52 年７月に妻ととも

に国民年金に加入し、その後、妻の退職金などにより、保険料をさかの

ぼって一括納付しており、申立期間②については、保険料が還付済みと

のことであったが、還付金を受領した記憶がないので、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、その妻が銀行を退職した昭和 52 年

７月、妻とともにＡ市役所で国民年金に加入し、その後、同市役所で過

去の未納の国民年金保険料をさかのぼって納付できることを聞き、52

年か 53 年の７月ころ、横長の様式で手書きの納付書を同市役所で発行

してもらい、妻の退職金や賞与などを基に保険料を一括納付したとして

いるところ、53 年７月は第３回特例納付の実施期間中であり、申立期

間①は強制加入被保険者期間であることから特例納付による一括納付

が可能であり、納付書の発行や様式等についても当時の取扱いと一致し

ていると推認できることから、その内容に不自然さはみられない。 

  また、申立人及びその妻が記憶している申立期間の保険料の納付金額

「34 から 35 万円」ないし「30 万円台半ばから後半」は、申立期間の保

険料を特例納付により一括納付した場合の金額 35 万 2,800 円とおおむ

ね一致している。 

  さらに、申立人は、妻の退職金や賞与などを保険料に充当したとして

おり、妻は昭和 52 年７月の退職時に退職金 40 万円弱及び賞与約 30 万



 

円が支給され、同年 12 月には出産育児一時金が支給されていることか

ら、保険料を納付したと推認できる 53 年７月ころには保険料額を大き

く上回る金額を所持していたことになり、申立期間の保険料を十分納付

できる経済状態にあったと考えられる。 

 

２ 申立期間②については、社会保険庁の被保険者台帳及びＡ市の被保険

者名簿に、申立期間②の保険料 22 万 6,250 円を昭和 59 年５月 29 日に

還付決定した記載があり、還付金額も当時の保険料額と一致しているこ

とから、この記載内容に不合理な点は見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 44 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。一方、55 年４月から 59 年３月までの国民年金保険

料を還付されていないものと認めることはできない。 



 

埼玉国民年金 事案 1552 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年４月から８年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年４月から８年３月まで 

     子供二人の教育費等がかかった平成元年４月から８年３月までの７年

間の保険料の申請免除を受けていたが、子供も大学を卒業し教育費も必

要なくなったので、７か年分を一括して役場の窓口で納付した。納付し

た年は次男が大学を卒業した平成 10 年の秋であったと思う。 

    納付するに際しては、ほかに未納がないことを役場職員に確認しても

らった上で 100 万円を持参したものであるが、ツリはいくらもなかった

ことを記憶している。申立期間の未納扱いには納得できない。 

             

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 54 年 11 月に国民年金への任意加入以降、申立期間を除

き、国民年金保険料をすべて納付しており、納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人が国民年金保険料の申請免除を受けていた平成元年４月か

ら８年３月までの保険料を平成８年から10年にかけて追納したことが確認

でき、申立期間を追納しなかったとすることは不自然である上、申立期間

は 12 か月と短期間である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



 

埼玉国民年金 事案 1553 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年 11 月から 48 年３月までの期間及び 50 年４月から 51

年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

られることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年 11 月から 48 年３月まで 

             ② 昭和 50 年４月から 51 年 12 月まで 

    年金記録を確認したところ、申立期間について未納とされていたが、 

   申立期間①及び②の国民年金保険料については、夫の保険料と一緒にＡ

金庫Ｂ支店の集金人に納付したはずであり、未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除き未納期間はなく、20 歳到達日から 60 歳まで

の国民年金保険料を納付している上、平成９年４月から 16 年 10 月までの

期間の保険料を前納しており、納付意識は高いと認められる。 

   また、申立期間①及び②の期間共に、一緒にＡ金庫の集金人に国民年金

保険料を納付したという申立人の夫の保険料は納付済となっているのに、 

  申立人の保険料のみが未納となっているのは不自然である。 

   さらに、申立期間当時、個人事業で婦人服の縫製業を経営していたとこ

ろ、業績は順調であったとしており、かつ、申立期間②直後の昭和 52 年１

月には住宅を購入していることから国民年金保険料を納付する資力は十分

であったと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



 

埼玉国民年金 事案 1554 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から37年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年３月まで 

      申立期間の国民年金保険料については、父が加入手続をして私がＡ市

役所へ行って納付した。当時はお金が無く父に借りたり、農家の手伝い

をして貰ったお金で支払った。食べるのが精一杯の頃に、苦労して納め

た 1 年分の年金が未納になっていることはどうしても納得できない。 

             

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、その父親が昭和 36 年３月ごろに加入手続を行い、申立期間

の国民年金保険料を申立人がＡ市役所に赴いて納付したこと及びその保

険料を父親から借りたり、農家の手伝いをして得た手間賃をもって充て、

友人の殆どが国民年金へ未加入のため一年で納付を中断したことなど当

時の納付状況を鮮明に記憶している。 

また、申立人は、昭和 58 年ごろにＡ市役所へ納付記録の照会をするなど、

早い時期から独自で問題解決のための行動を起こしているほか、その配偶

者の被扶養期間中に国民年金に任意加入していることが確認できることか

ら、国民年金に対する意識が高いことがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

埼玉国民年金 事案 1562 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正する必要がある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年１月から 44 年３月まで 

             ② 昭和 47 年１月から同年３月まで 

    申立期間については、両親と同居しており、父親が国民年金の加入手

続を行い、私を含め家族全員の保険料を納付していた。年金記録を照会

したところ、未納期間があると言われ、納付していたのに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、国民年金に加入している家族４人のうち、申立

人の両親及び兄の３人は保険料が納付済みであり、申立人のみが未納とさ

れているのは不自然である。 

また、申立期間②の前後は保険料が納付済みであり、申立期間②は３か

月と短期間である。 

 

２ 一方、申立期間①については、父親が保険料を納付していたとしている

ところ、申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料の納付について関

与しておらず、その父親も既に他界しているため、国民年金の加入状況及

び保険料の納付状況が不明である。 

   また、国民年金手帳記号番号の払出しは、昭和 43 年５月９日であり、申

立人とその兄は連番で払い出されていることが確認できるところ、申立人

及びその兄の二人は未納となっていることから、保険料を納付していたと

考えるのは不自然である。 

 

３ その他の事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和

47 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 602 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 38 年 10 月９日から 41 年１月 29 日まで 

Ａ社の厚生年金保険の加入期間は社会保険事務所で脱退手当金を受け

取っているが、10 年近い期間を一時金で受け取ってしまったので、せ

めて２～３年の期間くらいはもらわずにおこうと考えていた。したがっ

て、Ｂ社に勤めていた期間は、脱退手当金を受け取っていない。厚生年

金保険の被保険者期間として記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人と同じ事業所の被保険者で、申立人の被保険者原票の前後で管理

されている脱退手当金の受給資格のある女性 17 名のうち、社会保険庁の

記録において脱退手当金の支給が確認できた２名については、被保険者

原票に脱退手当金を支給したことを表す「脱」表示があるが、申立人の

被保険者原票にはその表示がない。 

   また、当時、脱退手当金の請求者が、健康保険法第 55 条による継続療

養給付を受けているものであるときは、将来厚生年金保険の障害給付を受

け得ることも予想されるところ、申立人の被保険者原票には在職中に健康

保険の療養給付を受けた記録及び退職後も継続療養証明書を受け付けた記

録があり、申立人が脱退手当金を請求する動機が判然としない。 

   さらに、申立人が厚生年金保険の資格喪失月まで遡って国民年金の保険

料を納めていることから、「10 年近い期間を一時金で受け取ってしまっ

たので、せめて２～３年の期間くらいはもらわずにおこうと考えてい

た。」という申立内容は信用でき、脱退手当金を請求する意思を有してい

たとは認め難い。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 608 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人の有限会社Ａ（現在は、株

式会社Ｂ。以下同じ。）における資格取得日に係る記録を昭和 55 年６月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 10 万 4,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 19 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 55 年６月１日から同年８月１日まで 

年金記録を確認したところ、有限会社Ａの資格取得日が昭和 55 年８

月１日となっている旨の回答を得た。厚生年金保険料の控除が確認でき

る給与明細書があるので、申立期間について被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった給与明細書により、申立期間において申立人が

有限会社Ａに勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 55 年６月の給与明細

書から、10 万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、厚生年

金保険の記録における資格取得日と当該事業所が加入のＢ健康保険組合の

記録における資格取得日がいずれも昭和 55 年８月１日となっており、社

会保険事務所及び健康保険組合の双方が誤って同日と記録したことは考え

難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格取得日として届け、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料についての納

入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 609 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立てに係る事業所における厚生年金保険被保険者資格の喪

失日は昭和 21 年４月１日であると認められることから、申立人に係る厚

生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、30 円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和５年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 20 年４月６日から 21 年４月１日まで 

年金記録を確認したところ、株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ。以下

同じ。）Ｃ支店における厚生年金保険の資格喪失日が昭和 20 年４月６

日となっていた。しかし、昭和 19 年３月 27 日に同社Ｃ支店に入社し、

その後、20 年３月 10 日の空襲で店舗が焼失し､Ｄ支店の店舗内で営業

し、63 年 12 月 31 日の退職日まで継続勤務していたので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主提出の職歴証明書により、申立人が申立期間において株式会社Ａ

に継続勤務していたことが確認できる。 

また、社会保険庁のオンライン記録では、申立人は、昭和 19 年 10 月１

日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、20 年４月６日に資格を喪失し

たこととなっている。しかしながら、社会保険事務所が保管する厚生年金

保険被保険者名簿では、資格取得日はオンライン記録と一致しているもの

の、資格喪失日については未記入となっており、また、申立期間当時、Ｃ

支店において、申立人と一緒に勤務していた同僚は、昭和 21 年４月１日

に申立人とともにＡ株式会社Ｄ支店に転勤したと証言しており、当該同僚

については申立人が主張するＣ支店における厚生年金保険被保険者として

の記録が確認できる。 

 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人の資格喪失日に係る記録は有効な

ものとは認められず、事業主は、申立人が主張する昭和 21 年４月１日に

資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対して行ったことが認められ

る。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の厚生年金保険被保

険者名簿の記録により、昭和 20 年４月から 21 年３月までの期間は 30 円

とすることが妥当である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 619 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されたことが認められることから、申立人のＡ銀行Ｂ本社における資格取

得日に係る記録を昭和 27 年 10 月 28 日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明かでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年 10 月 28 日から同年 11 月 28 日まで 

    昭和 21 年６月 12 日にＣ株式会社の本社に入社したが、同社は、Ｄ株

式会社との合併により商号変更しＡ銀行となった。同銀行のＥ支店、Ｆ

支店と引き続き勤務し、昭和 27 年 10 月に本社へ転勤した際に、厚生年

金保険被保険者期間が１か月間空白となった。雇用保険の記録では、Ｃ

株式会社に勤務してからの継続勤務の記録があるので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間においてＡ銀行に継続して勤務していたことは、同行

の退職台帳、辞令及び雇用保険加入記録により確認できる。 

  また、同一企業内の異動であることから、申立期間の厚生年金保険料に

ついては給与から控除があったと考えるのが相当である。 

  さらに、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所の被保険

者名簿における転勤後の期間の記録から 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情がないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 621 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立てに係る事業所における資格喪失日は、平成６年９月７日

であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格

の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、平成６年５月から同年８月までの標準報酬月額については、50

万円とすることが妥当である。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年５月 31 日から同年 10 月末日まで 

    Ａ株式会社に平成５年４月 12 日から６年 10 月末日まで勤務しており、

退職するまで厚生年金保険に加入しているものと思っていたが、同社

における厚生年金保険は同年５月 31 日で資格喪失されていて、このこ

とを知ったのは平成 20 年に送られてきた年金特別便によってである。 

しかし、同社の平成６年７月の給与明細書には、厚生年金保険料と

して３万 6,250 円が記載されている。これ以外の証拠は無いが、当該

期間を厚生年金保険被保険者として認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 雇用保険の記録及び同僚の証言により、申立人が平成５年４月 12 日

から６年 10 月 25 日までＡ株式会社に継続して勤務していたことが認め

られるが、社会保険事務所の記録では、６年５月 31 日に厚生年金保険

の被保険者資格を喪失している。 

一方、社会保険事務所の記録では、同社は、平成６年９月７日付で同

年５月 31 日に遡る全喪年月日訂正処理がなされており、それと同時に

申立人を含む 27 人についても同日に遡った資格喪失処理を行っている。 

   また、平成６年８月 17 日には算定基礎届の処理が行われているのが確

認できる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人について、平成６年５月 31 日



                      

  

に資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由が無く当該喪失処理に係

る記録は有効なものと認められないことから、申立人の資格喪失日は、

資格喪失届が出された同年９月７日であると認められる。 

    尚、申立期間の標準報酬月額については、平成６年４月の社会保険事

務所の記録から、50 万円とすることが妥当である。 

   

２ 申立期間のうち、平成６年９月７日から 10 月末日までの期間につい

ては、雇用保険の記録及び同僚の証言により継続して勤務していたこと

が推認されるが、同社は既に全喪しており、当時の事業主も死亡してい

るため、申立内容に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち平成６年９月７

日から同年 10 月末日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案1527 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年 12 月から５年２月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成４年12月から５年２月まで 

         申立期間については、平成４年４月に妻が平成４年度の１年間分の国民年金

保険料を前納したはずである。領収書の原本は紛失して所持していないが、写

しがあるので、申立期間が未納であるのは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

     申立人は、その妻が、申立期間を含む平成４年４月から５年３月までの期間の

国民年金保険料を前納で納付したはずであると主張し、その証拠としてＡ市が発

行した平成４年度国民年金保険料領収済通知書兼検認票の写しを所持していると

しているが、当該領収済通知書兼検認票の写しをみると、前納で納付した際に発

行される国民年金保険料領収済通知書兼検認票を複写した場合に比べて、領収済

印欄の形状が不自然に異なっており、当該領収済通知書兼検認票の写しが、Ａ市

から正規に発行された平成４年度国民年金保険料領収済通知書兼検認票の写しで

あると確認することができない。 

     また、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、周辺事情も見当たらない。 

     これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1528 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年９月から５年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和18年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年９月から５年３月まで 

         申立期間については、平成４年４月に平成４年度の１年間分の国民年金保険

料を前納したはずである。領収書の原本は紛失して所持していないが、写しが

あるので、申立期間が未納であるのは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

     申立人は、申立期間を含む平成４年４月から５年３月までの期間の国民年金保

険料を前納で納付したはずであると主張し、その証拠としてＡ市が発行した平成

４年度国民年金保険料領収済通知書兼検認票の写しを所持しているとしているが、

当該領収済通知書兼検認票の写しをみると、前納で納付した際に発行される国民

年金保険料領収済通知書兼検認票を複写した場合に比べて、領収済印欄の形状が

不自然に異なっており、当該領収済通知書兼検認票の写しが、Ａ市から正規に発

行された平成４年度国民年金保険料領収済通知書兼検認票の写しであると確認す

ることができない。 

     また、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、周辺事情も見当たらない。 

    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する 

   と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき 

   ない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1530 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年１月から５年11月までの期間及び８年12月から10年 12月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年１月から５年11月まで 

② 平成８年12月から10年 12月まで 

申立期間については、祖母が、私の将来のために、私に代わってＡ市役所

で国民年金の加入手続を行い、市役所や金融機関で国民年金保険料を納付して

いたので、申立期間が未納であるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の祖母が、申立人に代わって申立期間①及び②の国民年金の

加入手続と国民年金保険料の納付を行っていたとしているが、申立人の祖母から

証言を得ることができないため、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不

明である。 

   また、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険の記号番号を付番しており、社会

保険庁の記録によると、平成 13 年１月に申立期間①及び②の国民年金加入資格

の取得が追加されており、申立人は、このころ国民年金の加入手続を行ったと推

測され、同年２月に 11 年１月分を過年度納付していることが確認できるが、こ

れより以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はみられない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1532 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和42年９月から53年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和42年９月から53年３月まで 

国民年金保険料の納付記録について照会したところ、申立期間の納付記録が

確認できなかったとの回答をもらったが、申立期間の保険料は、第２回特例納

付が実施されていた昭和49年から50年までに、毎月の保険料に加算して特例

納付及び過年度納付するとともに、それ以降の保険料も、集金人を通じて毎月

納付したので、未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ区役所職員から加入勧奨されたため、昭和 48 年９月ごろに加入

手続を行い、第２回特例納付が実施されていた 49 年１月から 50 年 12 月までに、

毎月の保険料に加算して、未納だった 42 年９月から 48 年３月までの保険料を、

特例納付及び過年度納付したとしているが、これらの保険料を納付するために、

社会保険事務所で手続を行った記憶が無く、かつ、特例保険料、過年度保険料

及び現年度保険料は、集金人を通じ毎月納めたとしているが、同区では 45 年７

月以降、集金人による保険料の収納は行っていなかったとしていることから、

申立人の主張には齟齬
そ ご

がみられる。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無い上、保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1533 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年４月から 51 年 12 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年４月から51年 12月まで 

国民年金保険料の納付記録について照会したところ、申立期間の納付記録が

確認できなかったとの回答をもらったが、40歳ごろに加入手続を行った後、

夫婦二人分で 60 万円の保険料を納付し、20 歳までさかのぼって完納したので、

未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料として 60 万円を特例納付したと主張し

ているが、社会保険庁の記録によると、申立人の昭和 36 年４月から 41 年３月

までの期間及びその夫の 36 年４月から 39 年７月までの期間の国民年金保険料

は、第３回特例納付により、55 年１月に合計 40 万 4,000 円が納められた記録が

確認できる上、同じ 55 年１月に、申立人とその夫の 52 年１月から 54 年３月ま

での期間の保険料は、過年度納付により、合計 12 万 6,720 円が納められた記録

が確認できるものの、申立期間の保険料を納めたとした場合、別途 103 万 2,000

円が必要となり、申立人の主張する納付額とは大きく異なる上、申立人には当

該保険料相当額を納付した記憶が全く無いとしていることから、申立人が申立

期間の保険料を納付していたとは考え難い。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無い上、納付の事実をうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1534 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年４月の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

   申 立 内 容 ： 昭和58年４月 

国民年金の納付状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間の納付記録

が確認できないとの回答を受けたが、Ａ社会保険事務所で6,000円程度の保険料

を納めたことを覚えているので、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付したと主張しているが、社会保険

庁の記録により、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたのは、平成 14

年５月であることが確認できることから、その時点では、時効により申立期間の

保険料を納付できず、かつ、別の年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかが

えない。 

また、申立期間の国民年金保険料の納付記録は、平成15年 12月に申立人の年

金記録が統合されたことにより、未納となったもので、申立期間当時は、未加入

であったものと考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1536 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年９月から 54 年 12 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年９月から54年 12月まで 

    私は、昭和 46 年９月の結婚当初より国民年金に加入し、申立期間の保険料

を納付していたので、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 46 年９月の結婚当初より国民年金に加入し、申立期間の国民

年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は

手帳記号番号払出簿により54年 11月に払い出されたことが確認できることから、

その主張には、齟齬
そ ご

が見られる上、別の手帳記号番号が払い出された形跡はうか

がえない。 

また、申立人は、昭和55年１月31日付けで国民年金に任意加入していたこと

が特殊台帳より確認できることから、申立期間の保険料をさかのぼって納付でき

たとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1540 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和38年４月から40年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和38年４月から40年３月まで 

    社会保険事務所で国民年金保険料の納付記録を確認したところ、申立期間が

未納と言われたが、国民年金の加入手続を行わず、年金手帳は無かったものの、

妻が夫婦二人分の保険料を集金人を通じ納めていたと思うので、未納とされて

いることに納得がいかない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、夫婦二人分の国民年金保険料をその妻が納付し

ていたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は申立期間後の昭和

40 年７月 30 日に払い出されたことが社会保険庁の記録と申立人の所持する年金

手帳から確認できることから、申立期間当時、夫婦二人分の保険料を一緒に納付

できたとは考え難い。 

また、申立人の妻は、昭和 37 年７月に、国民年金の住所変更届及び氏名変更

届を行っているが、同時期に、夫の国民年金の加入手続を行った記憶は無いとし

ている上、申立人自身、国民年金の加入手続は 40 年ごろ行い、その時点でさか

のぼって国民年金保険料を納付していないと述べていることから、申立期間の保

険料を過年度納付したと考えることも困難である。 

さらに、申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人の保険料を納付したとする申立人の

妻の記憶も曖昧
あいまい

で、申立期間当時の保険料の納付状況が不明である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない  



                      

  

埼玉国民年金 事案1543 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和39年７月から42年９月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏 名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和19年生 

  住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間  ： 昭和39年７月から42年９月まで 

申立期間については、高校卒業後から父について大工として働き、家計は

母がすべて管理していた。母から私が 60 歳になった時に困らぬよう、国民年

金に加入していると聞いていた。母が私に対して嘘をつくはずはなく、申立

期間について保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和44年 11月ころに払い出され、かつ、国

民年金保険料は42年 10月から納付されていることが確認できることから、時効

となっていない42年 10月からの保険料を納付したと推認される。 

また、申立人は昭和 39 年（20 歳）当時から国民年金保険料を納付していたと

するものの、この時点で保険料を納付するには、別の国民年金手帳記号番号が払

い出されている必要があるが、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立人は、その母から申立人が 60 歳になってから困らないように国

民年金に加入し、国民年金保険料を納付していたと聞いたとしているが、申立人

の保険料を納付していたとする母は高齢のため、加入手続や納付金額等について

証言を得られず、納付状況等は不明である上に、申立人が申立期間について保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）及び周辺事情も

見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1551 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年 12 月から平成４年９月までの期間及び５年４月から同年

10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和51年 12月から平成４年９月まで 

             ② 平成５年４月から同年10月まで 

申立期間に係る国民年金保険料については、金融機関で納付しているはずで

ある。これらの期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間①及び②に係る国民年金保険料の納付金額、納付方法等の

記憶が曖昧
あいまい

であり、ほかに保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）も無く、保険料の納付状況が不明である。 

 また、申立期間①については、国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 57

年３月 15 日の時点では、一部は時効により納付できない期間であり、別の手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間②については、社会保険庁の記録によると、申立期間直後の

平成５年 11 月から７年３月までの保険料が７年 12 月 27 日に一括で過年度納付

されており（申立期間直前の４年 10 月から５年３月までの保険料は 10 年３月

12 日に申請免除期間であったものを追納）、この時点で時効により納付できな

い期間であったと推認される。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1555 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和37年６月から41年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和37年６月から41年３月まで 

    昭和33年３月に現在の店（Ａ）に住み込みで勤務を始め、勤続50年になる。

20 歳になった時に店主が国民年金の加入手続をしてくれた。町内会の人が毎

月集金に来て、保険料は店主が納付してくれた。37 年６月から 41 年３月まで

の期間が未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ区役所の国民年金手帳記号番号払出簿によれば、手帳記号番号の払出日は、

昭和 42 年２月から３月ごろであり、その時点では申立期間の一部は時効により

納付できない期間である上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない。 

また、申立人が一緒に納付していたと主張する申立人の勤務先の店主と店主

の兄弟のうち、次弟には申立期間に未納期間は無いが、店主及びその末弟には

未納期間がみられ、申立期間をすべて納付しているのは次弟のみである上、末

弟の納付開始年月は、申立人と同じ昭和41年４月からとなっている。 

さらに、申立人の勤務先の店主が申立人の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、その店主も既に亡くなっ

ており、かつ、申立人自身は申立期間の保険料の納付に関与していないため、

保険料の納付状況が不明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1556 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和44年１月から50年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和44年１月から50年３月まで 

     20歳になり、国民年金に加入し保険料を納付したのに、未納とされている

のは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父が国民年金の加入手続を行って申立期間の保険料を納付して

くれたと主張しているが、納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

が無い上、その父は既に亡くなっており、国民年金の加入状況及び納付状況等が

不明である。 

   また、Ａ社会保険事務所の国民年金手帳記号番号の払出簿から、申立人の手帳

記号番号は昭和 51 年６月に払い出されていることが確認できるが、その時点で

は、申立期間の大部分は時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1557 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和46年４月から50年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年４月から50年３月まで 

     結婚してすぐに、国民年金に加入し保険料を納付したのに、未納とされてい

るのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について国民年金を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）や具体的な記憶が無く国民年金の加入状況、及び保険料の

納付状況等が不明である。 

   また、Ａ社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿から、申立人の手帳記

号番号は昭和 51 年６月に払い出されていることが確認できるが、その時点では、

申立期間の大部分は時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1558 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年 12 月から 51 年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和50年 12月から51年６月まで 

    35 歳の時に、国民年金は 60 歳までに 25 年間加入期間がないと受給資格を

得られないことを知り、誕生日の近い近所付き合いのあるＡさんを誘って一緒

にＢ市役所へ行き、国民年金の任意加入の手続をした。 

    ところが、Ａさんの国民年金資格取得日は任意加入の手続を行った昭和 50

年 12月４日となっているのに、私の資格取得日は７か月遅い51年７月２日に

なっている。同じ日に一緒に国民年金の加入手続に行ったはずなのに、資格取

得日が同じ日になっていないことに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ市役所の国民年金被保険者名簿によれば、申立人の国民年金の資格取得日

は昭和 51 年７月２日と記載されている上、申立人の所持する年金手帳にも資格

取得日は 51 年７月２日と記載されていることから、申立人は、51 年７月２日に

国民年金に任意加入したものと推認される。 

   また、申立人は、Ａさんを誘って一緒にＢ市役所に行って国民年金の任意加入

手続をしたと主張しているところ、Ａさんも「（申立人に）誘われなければ国

民年金の任意加入手続はしなかったと思う」と証言しているが、一緒に加入手

続に行ったということ以外、加入手続の際に提出した書類やＡさんと同時に加

入手続を終了したかについての具体的な記憶は無いため、加入状況は不明であ

る。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはで

きない。  



                      

  

埼玉国民年金 事案1559 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 39 年３月までの期間及び 42 年３月から 43 年 11

月までの期間の国民年金保険料については、納付したものと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和36年４月から39年３月まで 

             ② 昭和42年３月から43年 11月まで 

 申立期間について、国民年金保険料の納付記録が確認できなかったとの社会

保険事務所からの回答をもらった。 

    申立期間①については、当時私が住み込みで農業に従事していたＡさん宅に

集金人のＢさんが集金に来ており、Ａさんから国民年金保険料を納付しても

らっていた。また、申立期間②については、自宅に集金に来ていた納付組合

のＣ婦人会の方に保険料を納付した。申立期間が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について申立人は、当時申立人が住み込みで農業に従事していた

Ａ氏宅に集金人のＢ氏が集金に来ており、Ａ氏から国民年金保険料を納付し

てもらっていたと主張しているが、申立人が国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、かつ、申立人は国民

年金の加入手続及び保険料納付に関与しておらず、しかも申立人の保険料を

納付していたとするＡ氏はすでに亡くなっている上、集金人のＢ氏も申立人

の保険料を集金していたことについて記憶が無いとしていることから、国民

年金の加入手続及び納付状況が不明である。 

    また、申立人が所持する国民年金手帳(記号番号)の発行日は昭和43年 10月

２日であるが、この時点では申立期間①は時効により納付できない期間であ

り、別の国民年金手帳記号番号が払い出された周辺事情も見当たらない。 

     



                      

  

  ２ 申立期間②については、申立人の所持する国民年金手帳の「国民年金印紙検

認記録」欄に保険料を納付したことを証する検認の押印が無い。 

  また、国民年金手帳が発行された昭和43年 10月２日の時点では、申立期間

②の一部は過年度納付期間となるが、Ｄ市では、納付組合は過年度納付保険料

の取扱いは行っていないとの回答をしている。 

  さらに、国民年金手帳記号番号が申立人と連番で払い出され、かつ、申立人

及びその妻の所持する国民年金手帳から保険料の納付日が確認できる申立期間

②直後の昭和 43 年 12 月から 48 年３月までの納付日が、全期間申立人と同一

日となっているその妻も申立期間②について未納となっており、申立人のみが

保険料を納付したとは考え難い。 

 

  ３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1560 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年４月から 48 年 12 月までの期間、50 年４月から 51 年３月

までの期間及び 55 年 10 月から 56 年３月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和44年４月から48年 12月まで 

② 昭和50年４月から51年３月まで 

③ 昭和55年 10月から56年３月まで 

二十歳に母親が加入手続をし、独身時代の保険料は母親がずっと納付して

くれていた。職人として自営業だったので、国民年金はしっかりしないといけ

ないと思い手続きは怠ったことはなく、妻と同居を始めた後は妻が夫婦二人分

の国民年金保険料を納付してきた。 

今回、社会保険事務所で年金記録を照会した際、私達夫婦の昭和 49 年１月

から 50 年３月までの保険料納付が 51 年 12 月となっていることは「記録にミ

スがある。」と言われたとのことだが、妻が納付してきた夫婦二人分の保険料

についても誤って未納とされてしまったと思う。今までまじめに納付してきた

のに未納期間があることに納得いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、二十歳となった昭和 44 年４月にその母親

が加入手続をし、同期間の国民年金保険料の納付も行ってきたと主張している

が、申立人の母親はすでに他界しており、申立人が国民年金の加入手続及び申

立期間の保険料納付に関与していないため、国民年金の加入状況、保険料の納

付状況等が不明であるほか、昭和 45 年当時に国民年金手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情及び周辺事情が見当たらない。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿により申立人の資格取得日は、夫婦同

日（昭和51年 12月４日）であることが確認できるうえ、国民年金手帳記号番

号の払出日は社会保険事務所の払出簿で52年１月20日であると確認できるこ



                      

  

とから、申立期間①の国民年金保険料の納付は時効により納めることが出来な

い。 

 

２ 申立期間②及び③について、申立人はその妻と同居した後であり、妻が夫婦

二人分の保険料を納付していたと主張しているが、納付日が確認できる昭和

49年１月から50年３月までの期間は51年 12月 16日に、51年度は54年１月

11日に、52年度は54年４月28日に、及び53年度は54年５月21日に夫婦二

人分の保険料を同日に過年度納付していること、54 年度は３か月毎に申立人

夫婦が同日に納付していることがＡ市の国民年金被保険者名簿及び社会保険事

務所の記録から確認できるものの、申立期間②及び③は夫婦二人とも未納とな

っている。 

さらに、申立人自身は保険料の納付に関与しておらず、また、保険料を納

付していたとする申立人の妻の納付方法等に関する記憶が曖
あい

昧
まい

であり、保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無いため、

保険料の納付状況が不明である。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  



                      

  

埼玉国民年金 事案1561 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年４月から同年６月までの期間、46 年２月から同年６月まで

の期間、47 年６月から同年９月までの期間、48 年３月、48 年４月から同年 12

月までの期間、50 年４月から 51 年３月までの期間及び 55 年 10 月から 56 年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和45年４月から同年６月まで 

② 昭和46年２月から同年６月まで 

③ 昭和47年６月から同年９月まで 

④ 昭和48年３月 

⑤ 昭和48年４月から同年12月まで 

⑥ 昭和50年４月から51年３月まで 

⑦ 昭和55年 10月から56年３月まで 

私は、二十歳になったとき、同居していた兄に勧められて国民年金に自分で

加入手続をした。申立期間①から⑤の期間は、夫と同居する前で転職を繰り返

しており、その都度、Ａ市役所で手続し、国民年金保険料を納付してきた。昭

和47年２月に夫と同居を始め、昭和48年２月ごろに市役所で納付記録を確認

したところ、厚生年金保険の間がきれいに埋まっていると言われたことを憶え

ている。 

結婚後の申立期間⑥及び⑦の期間は夫が自営業だったので、国民年金はしっ

かりしないといけないと思い、手続を怠ることなく、私が夫婦二人分を納付し

てきた。 

今回、社会保険事務所で年金記録を照会した際、私達夫婦の昭和 49 年１月

から 50 年３月までの保険料納付が 51 年 12 月となっていることは「記録にミ

スがある。」と言われたが、私が納付してきた保険料について誤って未納とさ

れてしまったと思う。今までまじめに納付してきたのに未納期間があることに

納得いかない。 



                      

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①から⑤について、申立人は、二十歳となる昭和 45 年に当時同居

していた申立人の兄に勧められて国民年金の加入手続をし、転職を繰り返し

ていたものの、その都度、Ａ市役所で手続を行い、納付書と現金を持って同

市役所で国民年金保険料を納付してきた主張しているが、申立人の国民年金

記号番号の払出時期は、社会保険事務所の払出簿では 52 年１月に払い出され

ていることが確認できるものの 45 年に払い出された記録がないほか、同市役

所の国民年金被保険者名簿により婚姻後の 51 年 12 月に夫婦同日で国民年金

被保険者資格届が提出されていることが確認でき、申立をうかがわせる事実

及び周辺事情が見当たらない。 

また、申立人は昭和 47 年２月に夫と同居を始め、48 年２月ごろ、Ａ市役

所で納付記録を確認したところ、厚生年金保険の加入期間の間がきれいに埋

まっていると言われたと供述しているところ、申立期間①から⑤の未納期間

は平成６年５月 20 日に厚生年金保険の記録が統合された結果として未納期間

とされたもので、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された 52 年１月で

は、申立期間①から⑤の保険料の納付状況をＡ市役所の窓口で確認すること

は困難であったと推認される。 

また、申立期間⑤の直後の昭和 49 年１月から 50 年３月までの保険料納付

は、Ａ市の国民年金被保険者名簿及び社会保険事務所の記録から国民年金へ

の加入手続からさかのぼって納付可能となる２年間を超えた期間についても

過年度納付していることが確認できるが、申立期間①から⑤の期間は、この

時点において時効により保険料を納めることが出来ない期間である。 

 

２ 申立期間⑥及び⑦について、申立人はその夫と同居した後であり、申立人

が夫婦二人分の保険料を納付していたと主張しているが、納付日が確認でき

る昭和 49 年１月から 50 年３月までの期間は 51 年 12 月 16 日に、51 年度は

54 年１月 11 日に、52 年度は 54 年４月 28 日に、及び 53 年度は 54 年５月 21

日に夫婦二人分の保険料を同日に過年度納付していること、54 年度は３か月

毎に申立人夫婦が同日に納付していることがＡ市の国民年金被保険者名簿及

び社会保険事務所の記録から確認できるものの、申立期間⑥及び⑦は夫婦二

人とも未納となっているほか、申立人の納付についての記憶が明確ではなく、

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無い

ため、保険料の納付状況が不明である。 

 

３ 申立期間は、７回に及び、これだけの回数の事務処理を行政が続けて誤る

ことも考え難い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



                      

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 603 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 34 年５月１日から 37 年２月 28 日まで 

              ② 昭和 37 年５月１日から 43 年 10 月１日まで 

               

    平成 15 年 10 月頃に、申立期間については脱退手当金として受給した

記録になっていることを知ったが、脱退手当金の請求手続をしたり、受

け取ったことは無い。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の被保険者名簿には「脱」の表示に丸印が付されており、申立期

間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金

保険資格喪失日から約２か月後の昭和43年12月20日に支給決定されている

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても請求・受給した記憶が無いというほかに

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情を総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



  

埼玉厚生年金 事案 604 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年２月 29 日から同年５月１日まで 

    昭和 40 年２月１日から 47 年２月 29 日まではＡ株式会社に、同年３

月１日から 49 年 12 月１日まではＢ株式会社に勤務していた。その間、

社名が変更していたことは知らずに一貫して勤務していたので、被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録等により、申立人が申立期間当時、Ａ株式会社Ｃ工

場及びＢ株式会社に勤務していたことはうかがえるものの、社会保険事務

所が保管する両社に係る事業所別被保険者名簿に記載の申立人の資格取得

日及び喪失日は社会保険庁のオンライン記録と一致している。 

また、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人のＡ株式会社Ｃ工

場における被保険者資格喪失日（昭和 47 年２月 29 日）と同じ日に同工場

は厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、また、Ｂ株式会社におけ

る被保険者資格取得日（47 年５月 1 日）と同じ日に同社は適用事業所と

なっている。 

さらに、Ａ株式会社Ｃ工場及びＢ株式会社に係る社会保険庁のオンライ

ン記録によって被保険者名が確認できる 11 名の資格取得日及び喪失日を

確認したところ、Ａ株式会社Ｃ工場における資格喪失日及びＢ株式会社に

おける資格取得日は全員が申立人と同じ記録となっている。 

このほか、申立内容に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



  

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 605 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年７月から 36 年１月１日まで 

申立期間当時はＡ株式会社（現Ｂ株式会社）Ｃ工場に勤務しており、

給与明細書に保険料控除欄があったと記憶しているので、厚生年金保

険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社Ｃ工場が保管する申立期間の「厚生年金保険被保険者資格

取得確認および標準報酬決定通知書」に申立人の氏名は確認できず、同

通知書において健康保険被保険者証欄の番号に欠番も認められない。 

また、社会保険事務所が保管するＡ株式会社Ｃ工場に係る事業所別被

保険者名簿にも申立人の氏名は確認できない。 

さらに、申立内容に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料も無

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 606 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月 20 日から 39 年７月 21 日まで 

    昭和 38 年２月８日から 39 年７月 20 日まで株式会社Ａに勤務した。

38 年３月 20 日に同社本社から同社Ｂ工場に異動し、異動後の厚生年金

保険の加入記録が無い。申立期間について、給与から厚生年金保険料が

控除されていたと思うので、当該期間について、被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の同僚の証言により、申立人が株式会社ＡのＢ工場に勤務してい

たことはうかがえるものの、同社では、申立期間について勤務実態を確

認できる人事記録等の資料や、保険料控除を確認できる関連資料（給与

台帳等）は保管していないなど、申立内容に係る事実を確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

また、社会保険事務所が保管する株式会社Ａに係る被保険者原票には、

現在の厚生年金保険被保険者記録と同じ資格取得日及び資格喪失日が記

載されている。 

   さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 607 

 

第 1 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第 2 申立の要旨等 

  1  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  2  申立内容の要旨 

     申 立 期 間 ： 昭和 32 年４月から 34 年 12 月まで 

保険料控除を確認できる給与明細書等は無いが、申立期間は株式会

社Ａに勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第 3 委員会の判断の理由 

当時の同僚の証言から、申立人が申立期間当時、株式会社Ａに勤務し

ていたことはうかがえるものの、社会保険事務所が保管する同社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立人の氏名は確認できず、同

名簿において、申立期間の健康保険の番号にも欠番は認められない。 

また、株式会社Ａでは、当時の関係資料は既に処分したとしており、

当時の事業主も他界しているなど、申立内容に係る事実を確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 610 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 46 年７月 24 日から同年９月 13 日まで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について

厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所から

もらった。Ａ病院（現在は、Ｂ病院。）には、昭和 41 年４月１日から

48 年７月 21 日まで継続勤務していたので、申立期間について被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所が保管するＡ病院の厚生年金保険被保険者名簿により、

申立人が厚生年金保険の被保険者資格を昭和 41 年４月１日に取得し、46

年７月 24 日に喪失、その後、同年９月 13 日に再度取得し、48 年７月 21

日に喪失しており、それらに訂正の痕跡の無いことが確認できる。 

また、上記被保険者名簿により、申立期間において申立人の記録が無

く、上記名簿により整理番号が連番で払い出されて欠番も無いこと、昭

和 46 年９月 13 日の再取得における被保険者整理番号が連番で新たに付

番されていること、毎年８月１日の在職者に対して行われる標準報酬月

額の定時決定の記録の無いことが確認できる。 

さらに、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の

資料も無い。 

このほか、事業主に照会するも、申立人に係る人事記録、賃金台帳等

は保管されておらず、申立内容に係る同僚等の証言も得られず、申立て

に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



  

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 611 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年 10 月から 28 年５月まで 

    年金記録を確認したところ、Ａ食堂に勤務していた期間について厚生

年金保険の加入記録が無いので調査して欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、社会保険事務所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者名

簿により、申立期間においてＡ食堂に勤務していたことは認められるが、

当該被保険者名簿の備考欄には、当該事業所は昭和 27 年９月１日付けで

健康保険のみの適用事業所となったことが確認できる記載がある。 

また、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無い。 

   このほか、Ａ食堂は既に解散しており、当時の同僚等の証言も得られず、

申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的

に判断すると、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 612 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 47 年から 49 年まで 

             ② 昭和 50 年から 51 年まで 

             ③ 昭和 56 年６月から同年８月まで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について

厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所から

もらった。申立期間①についてはＡ市のＢ店の従業員、申立期間②につ

いてはＣ市の有限会社Ｄで、申立期間③についてはＥ市のＦ有限会社

（現在は、Ｇ株式会社。以下同じ。）で勤務していたので、申立期間に

ついて被保険者であったことを認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①については、当時の勤務実態に関する申立人の申立内容によ

り、申立人がＢ店に勤務していたことはうかがえるが、社会保険庁の記録

では、Ｂ店が厚生年金保険の適用事業所となっていることが確認できない。 

また、当該期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資

料も無い。 

さらに、雇用保険の記録により、当該期間のうち、昭和 47 年１月１日

から 48 年３月２日までの期間については他の事業所で勤務していること

が確認できる。 

このほか、当該事業所は既に解散し、事業主及び同僚の所在も不明で

あり、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

２ 申立期間②については、当時の勤務実態に関する申立人の申立内容に



  

より、申立人が有限会社Ｄに勤務していたことはうかがえるが、社会保

険事務所が保管する有限会社Ｄの健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

は、当該期間における申立人の記録が無く、健康保険の番号も連番で払

い出され欠番の無いことが確認できる。 

また、当該期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資

料も無い。 

このほか、事業主に照会するも、申立人に係る人事記録、賃金台帳は

保管されておらず、申立内容に係る同僚等の証言も得られず、申立てに

係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間③については、事業主及び同僚の証言により、申立人がＦ有

限会社に勤務していたことはうかがえる。しかしながら、社会保険事務

所が保管するＦ有限会社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿、同社が

加入していたＨ年金基金及びＩ健康保険組合の記録の何れにおいても、

当該期間における申立人の記録の無いことが確認できる。  

また、当時は社会保険に加入させない３か月の見習期間があったとの

事業主の証言や、入社から５か月経過して厚生年金保険に加入すること

ができたとの同僚証言があり、当該事業所においては、入社後直ぐには

厚生年金保険の被保険者資格を取得させていなかった状況がうかがえる。 

さらに、当該期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の

資料も無い。 

このほか、事業主に照会するも、申立人に係る人事記録、賃金台帳等

は保存されておらず、申立内容に係る同僚等の証言も得られず、申立て

に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立期間①、②及び③については、申立人が厚生年金保険被保険者

として、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。  

 



  

埼玉厚生年金 事案 613 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 40 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 平成３年７月から４年５月まで 

             ② 平成５年８月から６年２月まで 

     厚生年金保険の記録を確認したところ①及び②の期間について厚生年

金保険に加入した事実が無いとの回答であった。源泉徴収票があるので、

申立期間について被保険者であったことを認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、平成３年７月から同年12月までの期間については、

申立人から提出された「平成３年分給与所得の源泉徴収票」により、４年

１月１日から同年６月１日までの期間については、雇用保険の被保険者期

間確認照会回答書により、申立人は、申立期間当時株式会社Ａに勤務して

いたことは認められる。しかしながら、社会保険庁の記録では、同社は、

平成４年６月１日に厚生年金保険の新規適用事業所になったことが確認で

きる上、申立人が一緒に勤務していたとしている同僚４名のうち２名につ

いては、新規適用事業所となった平成４年６月１日付で資格を取得してお

り、残りの２名については、資格の取得は確認できない。 

また、申立人が当初勤務していたと主張していた株式会社Ｂにおける

厚生年金保険の加入状況についても社会保険庁のオンライン記録により

確認したが、申立期間における申立人の記録は無く、被保険者整理番号

も連番で欠番が無いことを確認できる。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細は無い。 

なお、申立人より「平成３年分給与所得の源泉徴収票」が提出されて

いるものの、同票に記載された給与額及び社会保険料額と、申立人が記



  

憶している当時の給与額及び社会保険料額との間に大きな乖離があり、

源泉徴収票の内容に基づく社会保険料控除の有無について確認するに至

らなかった。 

このほか、申立内容に係る事業主及び同僚の証言も得られず、申立て

に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②のうち、平成５年８月から同年 12 月については、申立人か

ら提出された「平成５年分給与所得の源泉徴収票」により、申立人は当

時株式会社Ｃに勤務していたものと認められるが、当該源泉徴収票の

「社会保険料等の金額」欄には金額の記載がされていないことから、申

立人は、申立期間において社会保険料等を給与から控除されていないと

判断することが妥当である。 

また、株式会社Ｃにおける社会保険庁のオンライン記録には、申立期

間における申立人の記録は無く、被保険者整理番号も連番で欠番が無い

ことを確認できる。 

このほか、申立内容に係る事業主及び同僚の証言も得られず、申立て

に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 614 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 15 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 32 年４月から 57 年 10 月まで 

厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について

厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所から

もらった。当時、Ａ区Ｂ地のＣ社（現在は、株式会社Ｄ。）で勤務し、

同商店の店員として永年勤続の表彰状をもらっているので、申立期間に

ついて被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

表彰状及び当時の勤務実態に関する申立人の申立内容により、申立人が

Ｃ社に勤務していたことは推認できるが、当該事業所が厚生年金保険の適

用事業所となった日は申立期間以降の平成３年７月１日であることが確認

できる。 

また、社会保険庁の記録により、申立期間のうち昭和 36 年４月から６

月までの３か月、37 年１月の１か月、46 年 10 月から 57 年９月までの

132 か月の合計 136 か月の期間について、申立人の国民年金の保険料が納

付されていることを確認でき、かつ、48 年度のＥ市の国民健康保険税納

税変更通知書兼領収証書により、国民健康保険に加入していた期間のある

ことも確認できる（昭和 48 年 10 月から 49 年３月分まで）。 

さらに、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料

も無い。 

このほか、当時の事業主は既に死亡しており、申立内容に係る同僚等の

証言も得られず、申立に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 615 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26 年４月１日から 29 年６月 18 日まで 

             ② 昭和 29 年６月 18 日から 32 年 12 月 30 日まで 

何度も社会保険事務所へ通ったが、そのたびに一時金で支払ったとい 

う回答ですが、脱退手当金はもらっていない。これだけのお金を払われ

たのならば住所、氏名を書いたと思う。それを見せてもらいたい。私は

結婚して仕事を辞めたが、子供が大きくなったら働くつもりで、厚生年

金保険には手をつけずにおいた。厚生年金保険に入る時、国で行ってい 

る事業だから安心するように言われた。60 歳になった時、社会保険事

務所に行き、脱退手当金として支払い済みと聞いた時、とても驚いた。

脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、脱退手当金を支給されたとするＡ社について、昭和 30 年３

月から 35 年２月までの期間に厚生年金保険被保険者資格を喪失した女性

同僚 28 名の脱退手当金の支給記録を確認したところ、同社にて脱退手当

金の受給権が発生する 24 月以上の被保険者期間がある 25 名全員に脱退手

当金の支給が確認でき、かつ、22 名が４か月以内の短期間で支給されてい

る上、当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえると、事業主が代

理請求をしていたと考えるのが妥当であり、申立人についても事業主によ

り代理請求がなされたものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金として支給されたとする額に計算上の誤り

は無く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約３か月後の昭和 33

年４月１日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 



  

さらに、申立人から聴取しても請求・受給した記憶が無いというほかに

申立人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たら

ない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 616 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25 年５月１日から同年８月 10 日まで 

             ② 昭和 26 年 10 月１日から 39 年６月 16 日まで 

 平成 19 年８月に社会保険事務所で年金記録を確認したところ、申立

期間については、脱退手当金を受給していると回答があった。私は脱退

手当金については全く受けていない。厚生年金被保険者証についても見

たことがない。申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の脱退手当金の支給額はＡ株式会社及びＢ金庫の被保険者期間を

合算した期間を元に計算された額であり、計算上の誤りは無いなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 617 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和32年10月１日から34年12月31日まで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、Ａ株式会社（現Ｂ

株式会社。以下同じ。）に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年

金保険の加入記録が無いことが判明した。勤務していたことは確かなの

で、厚生年金保険の加入記録もあるはずである。是非認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人がＡ株式会社を退職したとする申立期間の最後の日である昭和34

年12月31日に、当時の同社の上司に申立人が自宅まで送ってもらったと主

張しており申立期間に同社に在籍していたことはうかがえるが、同社では

申立期間当時の在籍を客観的に確認できる資料を保存しておらず、確認で

きない。 

また、事業主及び関係機関から収集した資格喪失確認書から、昭和32

年10月１日付で被保険者資格を喪失した旨の健康保険厚生年金保険被保

険者資格喪失届を健康保険組合に提出しており、社会保険事務所が保管

する健康保険厚生年金被保険者台帳の資格喪失日と一致する。 

さらに、申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていたこ

とを証明する賃金台帳や関係資料等が見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 618 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 48 年２月 28 日から同年８月 25 日まで 

    昭和 48 年２月から同年８月 25 日まで、Ａ区にある株式会社Ｂに勤務

していた。社会保険庁の記録では、当該期間について厚生年金保険に加

入していた事実は無いとの回答を受けた。昭和 53 年に発行した株式会

社Ｂ発行の「在職証明書」があるので、当該期間について厚生年金保険

被保険者期間として認めて欲しい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が株式会社Ｂに勤務していたことは、同僚の証言及び発行の

「在職証明書」からうかがわれる。 

しかしながら、株式会社Ｂは昭和 56 年 10 月 21 日に全喪しており、事

業主が申立どおりの資格の取得及び喪失の届出をしたかどうか確認でき

る資料は無いほか、申立期間前後の資格取得者について被保険者原票照

会回答票を調べたところ、健康保険の整理番号は連番になっており、そ

の中に申立人の氏名は無い。 

さらに、同僚調査により株式会社Ｂの厚生年金保険の適用について、

必ずしもすべての従業員を、入社と同時に厚生年金保険に加入させては

いなかった様子がうかがわれる。 

このほか、申立てに係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資

料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 620 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 32 年１月 19 日から同年 12 月 25 日まで 

② 昭和 36年１月 16日から 37年１月 30日まで  

    申立期間①のＡ組合では、社会保険庁の記録では、同事業所の厚生年

金保険被保険者期間が１月とされているが、Ｂ区の各家庭を回って集

金し、同事業所の台帳に記入する仕事を１年以上続けていた。また、

申立期間②のＣ株式会社に在職中の昭和 35 年４月から 37 年１月まで

の期間に、給与から保険料が控除されていたことを憶えているので、

いずれの期間も厚生年金保険被保険者期間として認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①のＡ組合は、昭和 36 年３月１日に全喪しており、現在はＤ

機構に事業譲渡され、当時の事業主から事情をうかがうことはできず、当

時の人事記録、賃金台帳等の関係資料も無く、さらに同事業所の同僚から

は、申立人が同事業所に勤務していたことを記憶しているという回答は得

られないなど、申立期間①における周辺事情を確認できない。 

また、同事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申

立人が昭和 31 年 12 月９日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、32 年

１月 19 日に資格を喪失した記録があるものの、申立期間における同記録

は見当たらない。 

申立期間②のＣ株式会社は、申立期間において厚生年金保険適用事業所

としての届出がされた形跡は見受けられず、当時の同事業所の登記簿上の

代表取締役は既に他界され、その弟（取締役）は当時の同事業所に係る事

情を何も知らないなど、申立内容に係る事実を確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 



  

このほか、雇用保険の記録によれば、いずれの申立期間においても雇用

保険の被保険者であったことを確認することができない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、 

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  

 



  

埼玉厚生年金 事案 622 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男    

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年９月ころから 35 年初めまで 

    昭和 34 年９月ころから 35 年初めまでＡ株式会社に友人の紹介で入社

した。会社の所在地ははっきりとは覚えていないがＢ区かＣ区にあっ

たと記憶している。 

社会保険事務所から期間照会についての回答を受け取ったが、記録

なしとの回答であり納得できない。資料等については、引っ越しの際

に処分してしまったので提出することはできないが、当該期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、昭和 34 年９月か 10 月に当時のＤ社（現Ｅ会Ｆ部）を退職し

て翌月にＡ株式会社に入社し、35 年初めに退社したと申し立てているが、

Ｅ会Ｆ部に残っていた申立人の職員カード及びＧ組合に残っていた資格喪

失届により申立人は、35 年２月 18 日に退職したことが確認できる。 

また、同時期にＡ株式会社に勤務していた同僚に対して申立人に係る勤

務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除の状況について照

会したものの、これらを確認できる関連資料や証言を得ることはできなか

った。 

さらに、同社は昭和 50 年３月 29 日に全喪しており、申立人も申立期間

に係る給与明細書等の保険料控除が確認できる資料を所持していないため、

申立てに係る事実を確認することはできない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 623 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年１月７日から同年４月 28 日まで 

申立期間はＡ社に勤務していたが、入社すれば社会保険等に加入する

ものと信じていた。期間照会の回答で３か月分の記録が見つからなかっ

たことに納得がいかないので、あっせんを求める。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の勤務に至る状況や勤務内容の詳細な供述から、申立人が申立期

間にＡ株式会社に勤務していたことはうかがわれるものの、同社の健康保

険厚生年金保険被保険者名簿には申立人の氏名は見当たらず、また同社は

合併を繰り返したため当時の資料は一切ないと回答しており、申立人が申

立期間において被保険者であったと確認することはできない。 

   さらに当時の同僚からも、申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の適用

について証言を得ることはできず、申立人に係る厚生年金保険料の控除を

うかがわせる関連資料及び周辺事情は確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 624 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和５年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年７月から昭和 31 年６月まで 

私は昭和 27 年からＡ有限会社（現Ｂ有限会社。）で働き、その間厚

生年金保険に入っていたと思う。しかし平成 12 年にそれまで保管して

いた給与明細書等が火災で焼失し、証明できない。その期間について、

被保険者だったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の勤務に至る状況や勤務内容の詳細な供述から、申立人が申立期

間にＡ有限会社に勤務していたことはうかがわれるものの、申立人が勤務

していたとするＡ有限会社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、社

会保険庁の記録では昭和 33 年９月 29 日からであり、申立期間当時は適用

事業所ではなかったことが確認できる。 

   また、同社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を確認したが、

申立人の氏名は見当たらず、申立人が申立期間において被保険者であった

と確認することはできない。 

   さらに、当時の同僚からも申立内容を裏付ける証言を得ることができず、

申立期間の雇用保険の記録も確認できない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 625 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年１月ころから 36 年７月ころまで 

    申立期間については、株式会社ＡのＢ工場の寮で正社員として食堂の

炊事業務に従事しており、厚生年金保険被保険者証をもらっていたこと

から、給与から保険料を控除されていたことは間違いなく、被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａでは、申立期間当時、寮はＢ工場の勤労課が所管していたが、

申立期間における同工場の労働者名簿及び退職者名簿に申立人の氏名（旧

姓）及び申立人が同僚として勤務していたとする者の氏名は確認できない

としている。 

   また、申立期間に係る同工場における健康保険厚生年金保険被保険者名

簿に申立人が挙げる同僚と同姓同名の者は確認できなかったほか、同僚照

会においても申立人の勤務実態は確認できなかった。 

さらに、申立期間に係る雇用保険記録は確認できないほか、申立人が

申立期間において事業主により厚生年金保険料を給与から控除されてい

た事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は確認できない。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

   これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 626 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年６月から 42 年８月１日まで 

    厚生年金保険の加入期間について照会したところ、申立期間について

加入した事実がない旨の回答を受けたが、昭和 41 年６月から 42 年７月

31 日まで当時Ａ区にあったＢ株式会社に勤務し、給与から厚生年金保

険料を控除されていたので、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間についてＢ株式会社に勤務していたことは、元同僚

の証言から推認できるが、同事業所の元役員、元同僚及び同事業者の社名

変更後における元事業主からは、いずれも申立期間における申立人の厚生

年金保険料の控除についての証言は得られなかった。 

   また、申立人が申立期間において事業主により厚生年金保険料を給与か

ら控除されていた事実を伺わせる関連資料及び周辺事情は確認できない。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

   これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉国民年金 事案 627 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 57 年９月ころから 60 年 11 月 15 日まで 

 ② 昭和 63 年１月 11 日から同年９月まで 

 ③ 平成３年 7 月 21 日から同年９月まで 

申立期間については、株式会社ＡがＢ市内のビル内に出店していた

Ｃに勤務し、厚生年金保険にも加入していたはずであるが、社会保険庁

にこれら期間の加入記録がなく納得できないことから、申立期間につい

て被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ｂ市内のビル内に開店していた

「Ｃ」というショップの店員（数カ月後、店長。）として、開店直前に

株式会社Ａで採用された後、同店で勤務し、店内で撮影したとする「83.

２.３」の日付の入った写真もあると供述している。しかしながら、

「Ｃ」が入店していたビル「Ｄ」の開業は、同ビルの管理会社によると

昭和 60 年 11 月 23 日であるとしているほか、株式会社Ａによると

「Ｃ」はビルの開業時に出店し、申立人の採用は 11 月 15 日付けである

としており、申立期間①において勤務していたとする供述及び写真の撮

影時期とファッションビルの開店に整合性がない。 

また、同店の開業時に立ち会った同僚によると、昭和 60 年ころに

「Ｅ」ブランドを立ち上げ、その時期に申立人の採用が決まったもので

あったとしている。 

さらに、株式会社Ａが加入しているＦ年金基金及び社会保険事務所の

記録では、申立期間において、被保険者として厚生年金保険被保険者で

あったとする記録は確認できない。 



  

このほかに、申立人が申立期間①において被保険者であったことをう

かがわせる関連資料（給与明細書、賃金台帳）及び周辺事情は確認でき

ない。 

 

２ 申立期間②及び③について、申立人は、いずれも継続して「Ｃ」に勤

務している期間であるとしているところ、事業主から提出された社会保

険個人別番号帳により昭和 63 年１月 11 日に厚生年金保険被保険者の資

格を喪失していることが確認できる。 

また、社会保険事務所で平成３年８月３日付けの健康保険厚生年金保

険被保険者資格喪失確認通知書で３年７月 21 日に厚生年金保険被保険

者の資格を喪失していることが確認できる。 

さらに、申立事業所の元役員によると、申立期間②及び③については、

申立人が海外生活を希望しているため、一旦、退職処理をした後にアル

バイトとして再雇用した経緯があるとしているほか、株式会社Ａが加入

しているＦ年金基金及び社会保険事務所の記録では、申立期間において、

被保険者として厚生年金保険被保険者であったとする記録は確認できな

い。 

このほかに申立人が申立期間②及び③において被保険者であったこと

をうかがわせる関連資料（給与明細書、賃金台帳）及び周辺事情は確認

できない。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 628 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 51 年３月 31 日から同年４月 30 日まで 

     厚生年金保険被保険者加入期間照会申出を行ったところ、昭和 51 年

３月 31 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失していた。Ａ株式会社は、

同年３月 31 日に倒産したが残務整理のため、同年４月 30 日まで勤めて

いたはずです。厚生年金保険の記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の供述により昭和 51 年３月 31 日までＡ株式会社に勤務していたこ

とがうかがえるが、社会保険事務所が保管する事業所別被保険者名簿には、

申し立てのとおりの記録はなく、事業所別被保険者名簿に不自然な記載も

確認できない。なお、事業主は既に亡くなっており、その他の役員も所在

を確認できないため、申立人の被保険者資格の届出を確認できなかった。 

   さらに、Ｂ年金基金の加入員資格喪失日は、昭和 51 年３月 31 日となっ

ており厚生年金保険の記録と一致しているなど一連の事務処理に不自然さ

は見当たらない。 

加えて、申立期間のうち昭和 51 年 4 月 1 日から同月 30 日までの期間に

ついては申立てに係る事業所ではないが、ほかの事業所において厚生年金

保険被保険者としての記録がある。 

このほか、申立人に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 629 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認

めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年４月 27 日から同年５月１日まで 

    平成 14 年６月から 15 年４月までＡ株式会社に勤務しており、この間

厚生年金保険料を控除されているが、社会保険庁の記録では、同年４

月が被保険者期間となっていない。４月分の厚生年金保険料は控除さ

れており、このことは、給与明細からも明らかであるので、同年４月

も被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＡ株式会社の給与明細書により、申立人は同社に

入社した平成 14 年６月から退職した 15 年４月まで厚生年金保険料を控除

されていることが認められ、事業主は、厚生年金保険料は翌月控除を行っ

ていたと証言している。 

   しかし、勤務報告書、現場作業員退職届、雇用保険等の記録から申立人

の退職日は、平成 15 年４月 26 日であることが確認できる。 

   また、厚生年金保険法では、第 19 条において「被保険者期間を計算す

る場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資

格を喪失した月の前月までをこれに算入する」とされており、また同法第

14 条においては、資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくなった

日の翌日とされていることから、申立人の資格喪失日は、平成 15 年４月

27 日であり、申立人の主張する同年４月は、厚生年金の被保険者期間と

はならない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間において厚生年金保険の被保険者であったと認めるこ

とはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 630    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 35 年４月ころから 36 年８月ころまで 

             ② 昭和 36 年８月ころから 37 年（月不明）まで 

             ③ 昭和 37 年８月ころから 38 年（月不明）まで 

   過去に再三年金の申請に社会保険事務所に出向いた時は、いとも簡単

に門前払いされたが、ニュース等で社会保険に関する諸問題を聞くにつ

れ、再度の申請をすることにした。申立期間①（Ａ社）、同②（Ｂ社）

及び同③（Ｃ社）の期間については、それぞれ正社員として勤務し、厚

生年金保険料が給与から引かれていたので、当該期間を厚生年金保険の

被保険者として認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が勤務していたとする事業所の名称、所

在地が不明確であるため、当該事業所を特定することができなかった。

そのため、当時の事業主や同僚の特定もできず、申立内容に係る証言を

得ることができない。そのほかに、申立期間に係る雇用保険の加入記録

も無く、申立人の申立内容を確認できる関連資料は見当たらない。 

申立期間②について、申立人が勤務していたとする事業所は特定でき

るものの、当該事業所は申立期間において厚生年金保険の適用事業所で

はない。そのほかに、申立人の申立内容を確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

申立期間③について、申立人が勤務していたとする事業所の事業主は

申立人が勤務していたかどうかについては不明と証言しており、社会保

険庁が保管する厚生年金保険被保険者名簿にも申立てのとおりの記録が

なく、健康保険の整理番号の欠番もない。また、申立人が申立期間に係



  

る厚生年金保険料を給与から控除されていた事実を確認できる関連資料

がなく、申立期間に係る雇用保険の加入記録もない。そのほかに、申立

人の申立内容を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 631    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36 年 7 月 1 日から 39 年 10 月 21 日まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ工場での厚生年金資格喪失日は昭和 36 年

７月１日になっているが、次の事業所に入社するまでの間、継続して当

事業所に勤務している。また、36 年７月から 39 年 10 月まで給料から

厚生年金保険料を控除されていたと記憶している。したがって、申立期

間について厚生年金の被保険者として認めて欲しい。ただし、当時の給

料明細書は残っていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の証言から、申立人は申立期間についてＡ工場に勤務していたこ

とは推認できる。 

しかしながら、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていた事実を確認できる関連資料が無く、申立期間

に係る雇用保険の加入記録も確認できない。 

また、当該事業所は昭和 45 年 11 月に全喪しており、当時の事業主及

び経理担当役員も既に死亡していることから、申立内容に係る証言を得

ることができなかった。そのほかに、申立人の申立内容を確認できる関

連資料および周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 632    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ①  昭和 21 年３月ころから 27 年６月５日まで 

             ②  昭和 28 年３月ころから 29 年３月ころまで 

   昭和 21 年３月ころから 27 年６月ころまでＡ工場に勤務し、その後

28 年３月ころから約１年間Ｂ店に勤務していた。しかしながら、社会

保険庁の記録では厚生年金保険の加入記録がない。27 年８月初めから

12 月中ごろまで約 4 か月Ｃ県Ｄ町のＥ病院に入院した。その際、健康

保険の保険証を使った覚えがあり、厚生年金保険にも加入していたはず

なので、調査の上、厚生年金保険の被保険者として認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が勤務していたとする事業所は、健康保

険労働者年金被保険者名簿により政府管掌健康保険に加入していたこと

は確認できる。しかしながら、当該名簿には厚生年金保険への加入の記

載がないため、申立期間について当該事業所を厚生年金保険の適用事業

所であったとすることはできない。また、当該名簿により、申立人が当

該事業所に勤務していたことは推認できるものの、当該事業所は既にな

く、当時の事業主や同僚の住所も不明であることから、申立人が申立期

間について当該事業所に勤務していたかどうかを確認することができな

かった。そのほか、申立期間に係る雇用保険の加入記録もなく、申立内

容を確認できる関連資料は見当たらない。 

申立期間②について、申立人が勤務していたとする事業所を特定する

ことができず、事業主や同僚も不明であるため、当時の状況を照会する

ことができない。その他申立人の申立内容を確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 633 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年５月から 32 年 11 月まで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について

は加入記録が無いことが判明した。Ａ株式会社Ｂ工場で電子部品のコ

ンデンサーの検査の仕事をしていたので、当該期間を厚生年金保険の

被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社Ｂ工場は昭和 30 年１月１日に全喪しており、当時の代表取

締役は既に死亡しているなど申立内容を確認できる関連資料及び周辺事情

を得ることができない。 

また、申立人の証言している二人の同僚は死亡又は行方不明であり、申

立人の申立て当時の状況については確認できない。 

さらに、申立期間に係る、健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申

立人の被保険者記録は確認できず、申立人が申立期間に係る厚生年金保険

料を給与から控除されていた事実を確認できる資料は無いなど、申立てに

係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 




